
一般競争入札公告 

 

令和５年５月 15 日 

 

中 央 労 働 災 害 防 止 協 会 

東北安全衛生サービスセンター 

所 長  水 沼  今 日 子 

 

１．競争入札に付する事項 

 (1) 件 名 ：東北安全衛生サービスセンター 地震災害修繕工事 

 (2) 工事場所：宮城県仙台市青葉区上杉１－３－34 

 (3) 工事内容：地震災害修繕工事（入札説明書参照） 

 (4) 工 期 ：令和５年 10 月 31 日（火）まで 

 

２．競争に参加する者に必要な資格等に関する事項 

 (1) 予算決算及び会計令第 70 条及び第 71 条の規定に該当しない者であるこ

と。 

 (2) 令和５・６年度厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）において、東

北地域の『建築一式』でＡ又はＢ又はＣ（Ｃ等級は等級区分評点を 800 点

以上とする）に格付けされている者であり、競争参加資格を有するもので

あること。 

 (3) 上記(2)に該当しない場合は、中央労働災害防止協会 東北安全衛生サービ

スセンターと過去に『建築一式』の契約実績又は入札参加実績があること。 

 (4) 宮城県内又は宮城県の隣接県内に本店、支店又は営業所が存在すること。 

 (5) １級もしくは２級建築士又は１級もしくは２級建築施工管理技士の資格

を有する主任技術者を当該工事に配置できること。 

 

３．入札説明書の交付方法と現場確認 

 (1) 中央労働災害防止協会 東北安全衛生サービスセンターにおいて、令和５

年５月 25 日（木）17 時 00 分まで随時行う。 

 (2) 工事内容に係る現場確認を希望する場合は、令和５年５月 19 日（金）午

前中の希望する時間を申し出る。 

 

４．競争参加資格の確認等 

  本競争の参加希望者は、上記２(2)に掲げる競争参加資格を有することを証

明する資格審査結果通知書の写し、上記２(3)に該当する場合は競争参加資格

確認資料を、会社概要及び上記２(5)の主任技術者等の資格等を紙により令和

５年５月 25 日（木）までに提出すること。 

 



 

５．入札執行の日時及び場所 

  日 時： 令和５年５月 26 日（金） 13 時 30 分 

  場 所： 宮城県仙台市青葉区上杉１－３－34 

        東北安全衛生サービスセンター ２階会議室 

 

６．入札方法 

  落札者の決定は、最低価格落札方式をもって行う。 

 (1) 入札者は、調達件名の価格のほか、業務の履行に関する一切の諸経費を含

めて契約金額を見積ること。 

 (2) 入札金額は、総価を記入すること。 

 (3) 落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 10％

に相当する額を加算した金額をもって落札価格とするので、各入札者は消費

税及び地方消費税に係る課税業者であるか免税業者であるかを問わず、見積

もった契約金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札書に記載すること。 

 (4) 入札を行うに当たり、入札書に記載される入金額に対応した当該工事費内

訳書を入札書の提出時に提出すること。 

 

７．入札の無効 

  上記２に示した競争参加資格を有しない者の提出した入札書、入札に関す

る条件に違反した入札書及び入札者に求められる義務を履行しなかった者の

提出した入札書は無効とする。 

 

８．入札保証金及び契約保証金 

  入札保証金及び契約保証金は、免除する。 

  ただし、落札者が契約締結に応じない場合には、落札価格の５％を違約金

として当協会に納めなければならない。また、落札者が契約を履行しない場

合には、契約金額の 10％を当協会に納めなければならない。 

 

９．契約書の作成の要否 

  落札者は契約締結に当たって契約書の作成を要する。 

 

10．落札者の決定方法 

  上記２の要件を満たした業者で、当協会の作成した予定価格の制限の範囲

内でかつ予定価格の 10 分の６（最低制限価格）以上の範囲内で、最低の価格

をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

  また、落札者が契約を結ばない場合は、上記の条件で次順位の者を落札者

とする。 

 

11．入札に関する問合わせ先 



  宮城県仙台市青葉区上杉１－３－34 

  中央労働災害防止協会 東北安全衛生サービスセンター 

  ℡ ０２２－２６１－２８２１ 

 

12．その他 

 (1) 落札者が契約を結ばない場合は、今後２年間は、当協会に関する入札に参

加させないものとする。 

 (2) 詳細は入札説明書による。  

 (3) 上記７の違約金等は、天災地変その他やむをえない事由がある場合には、

免除することがある。 

 


